	歯ブラシ製造業


一般用歯ブラシでは、歯周病対策など口腔衛生意識の高まりとともに、高級品の構成比が高まっている。１～３月期の売上高は横ばいというところがある一方、幅広い製品を持つところでは増加というところもある。

業務用歯ブラシでは、ホテル・旅館等の宿泊数の増加による需要増もみられる。

今後は、歯ブラシの交換頻度の増加や特徴のある製品の販売での需要の拡大を図る動きがあるほか、海外での販売に注力する動きもみられる。大手メーカーなどへのＯＥＭ生産も多いなか、求められる品質や価格への対応が難しい場合には、先行きが厳しくなることも想定される。
業界の歴史
歯ブラシの前身である「歯木」（木を噛砕したもの）が日本に伝わったのは６世紀で、「房楊枝」と呼ばれ、「爪楊枝」とともに、歯の清掃に使われていた。

現在の歯ブラシの形状では、明治５（1872）年に、鯨のひげの柄に馬毛が植えられた「鯨楊枝」が、日本で初めて製造販売された。その後、明治23（1890）年の第三回内国勧業博覧会において、「歯刷子（はぶらし）」の名称が初めて使用された。なお、商品名に「歯刷子」が使われるようになったのは、大正３（1903）年が最初である。

当時は、動物の骨を使った柄に豚や馬の毛を植毛したもので、手作り作業で生産されていた。植毛作業に労働力を要したが、当時、それまで盛んであった河内木綿の生産がかげりを見せていたことから、農家の新たな副業として歯ブラシの生産に従事する人が増え、八尾市・東大阪市を中心とする地域が歯ブラシの産地となった。

大正時代には、セルロイド製の柄に豚毛を植えた歯ブラシが生産されるようになり、昭和25（1950）年には、合成繊維を植毛した歯ブラシが日本で初めて生産された。
その後、技術革新による植毛工程の自動化などで供給能力が飛躍的に増加する一方、衛生の考え方が広まるにつれ、歯ブラシの需要も増加したことから、大手メーカーの参入が相次ぎ、中小メーカーのシェアは低下した。
なお、電動歯ブラシは、1960年代にアメリカで、既存の歯ブラシを使いにくい人向けに開発され、日本では、1990年代より普及が進んだ。電動歯ブラシの歯ブラシ部分の生産を、中小メーカーが担っている。

　生産状況

製造工程は、柄（ハンドル）部分の成形や印刷、植毛、毛先加工、検査、包装の順となっている（先細の毛などは、加工された状態で納品され、植毛される）。中小メーカーでも月産100万本以上のところが多く、大手メーカーでは同1,000万本の工場もみられる。工場は、柄の成形から包装まで一貫生産か、柄の成形のみ、柄の印刷、植毛、植毛工程以降、包装など一部の工程を担うかに分けられ、後者の方が多い。
全国の製造品出荷額等は、近年は400億円弱で推移している（表１）。従業者規模別製造品出荷額等では、99人以下が３割弱、同100人以上が７割強を占めている。従業者規模別事業所数の構成比では、従業者数４～９人の事業所が14.6％、10～19人が29.2％、20～99人が43.8％、100人以上が12.5％である（経済産業省『平成26年工業統計表（品目編）』従業者４人以上の事業所）。
歯ブラシは、家庭などで使われる一般用とホテル・旅館等で提供される業務用に分けられる。前者は数ヶ月使用されるのに対して、後者は、１～数回の使用で廃棄されることを前提としており、求められる品質・包装・価格等が大きく異なる。このため、一般用歯ブラシを製造するメーカーと業務用歯ブラシを製造するメーカーに大きく二分されている。
一般用では、大手メーカーが中小メーカーに一部工程や一部製品の生産を委託しているほか、歯磨き粉を製造・販売しているメーカー等もＯＥＭ生産を委託していたり、量販店等のＰＢ（プライベートブランド）製品も多く、また、一部の工程のみを担う中小メーカーもあることから、自社ブランド製品を持つ中小メーカーは限られている。なお、近年では、特徴的な製品を自社ブランドで販売する新規参入者もみられる。
生産本数に関しての統計データはないが、一般用で年間４～５億本程度とみられている。業務用では、延べ宿泊者数が27年１年間で５億人泊超であること（国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査」）、ホテル・旅館業以外にも歯ブラシを提供する事業もあることから、一般用と同程度の生産本数と推測される。
大阪の特徴
戦前から戦後にかけて、大阪が全国唯一の歯ブラシ製造の地といっても過言ではない状況であった。その後、大阪府外への工場移転、大阪府外での独立開業などにより、出荷額のシェアは低下している。平成26年の大阪府における歯ブラシ製造業の事業所数は21、製造品出荷額等は51億円で、全国に占めるシェアは、各々43.8％、12.8％である（経済産業省『工業統計表（品目編）、従業者数４人以上の値）。
なお、大阪府以外に３以上の事業所数を有するのは、愛媛（７事業所）、奈良（３事業所）の２県にとどまり、西日本を中心に14県が１事業所か２事業所を有している。このため、事業所数では、大阪府は全国１位といえるが、製造品出荷額等では、秘匿の県が多く、順位は不明である。大阪府では一般用歯ブラシを製造している事業所が、愛媛県などでは業務用歯ブラシを製造している事業所が多い。
府内では、八尾市、東大阪市に集中しているが、10年以降設立の事業所などでは、両市から離れた場所での立地もみられる。
需要動向と販路
一般用歯ブラシは、平均すると年間で一人当たり３、４本使っているとみられる。購入時期は季節変動が大きく、12、３月が突出している（表２）。これは、年度や年が改まる節目、あるいは、引越や入園・入学、就職等、新しい生活の開始に合わせて歯ブラシを交換する傾向が強いことによる。そのため、この時期に合わせて新製品が発売されることが多く、販売店では販促策も展開されている。
購入先としては、ドラッグストアが中心であるが、他にも薬局や歯科医院、スーパーやホームセンター、コンビニエンスストア、生協、100円均一ショップなど多岐にわたるほか、インターネット販売、通信販売などもある。
一般用歯ブラシは、健康志向や歯周病対策など口腔衛生意識の高まりとともに、１本250円以上の高級品の構成比が高まっている。こうした要因もあり、１世帯あたりの支出金額は増加傾向となっている（表３）。なお、100円均一ショップなどでは、使い捨て歯ブラシなども売られており、こうした製品では、業務用歯ブラシメーカーの製品もみられる。
業務用歯ブラシでは、訪日外国人の増加などにより、年間の延べ宿泊者数（日本人の宿泊も含む）が20年前後の３億人泊程度が27年は５億人泊程度と大幅に増加しており、ホテル・旅館向けの需要も高まっている。なお、歯ブラシは、いわゆる「爆買い」の対象とも言われるが、元々の生産（販売）本数が多いためか、目立った変化はないとのことである。
生産は底堅く推移
上述のような需要動向に加え、一時期増加した輸入品は、製品への異物混入や油の付着などの品質の問題や生産コスト上昇、円安傾向などにより、一部は国内生産に切り替わり、現在は減少している。こうしたことから、製造品出荷額等も20年と比べると、26年は12％の増加となっている。また、ピーク時には15％程度に上昇した輸入比率は、現在は１割以下とみられる。なお、輸入品において、かつては、海外メーカーから直接輸入していた商社等が、歯ブラシメーカーを経由させたり、検査等を徹底させたりするなどの動きがみられる。
１本100円台以下の普及品では、販売店店頭での値崩れもみられ、こうした製品の製造を中心とする中小メーカーでは、この１～３月期は、売上高としては横ばいとの声もある一方、幅広い製品を有する中小メーカーでは、特徴製品や高価格帯の製品を中心に伸びており、売上高（本数、単価とも）は微増という声もあり、業績には差異がみられた。
収益は厳しい
プラスチック原料の価格は、原油安や円高傾向であっても、それほど下がっておらず、また、電気料金も高止まりしていること、人件費では、全体の人数の半分前後を（製造工程や検査工程に従事する）パート社員が占める事業所が多く、最低賃金の引上げが、バランス上、パート社員全体の賃金引上げにつながったとの声もあり、収益は厳しいとの声が多い。
また、最低賃金の府県による差異（主要県とは15～20％程度の差異）が、地方立地の競合他社とのコスト競争力の差につながっているとの声も聞かれた。さらに、自社ブランドを持つ中小メーカーでは、販促費負担も大きいとの声もあった。

高付加価値化に注力
業界では、輸入品対策も兼ねて、18年に組合の自主規格として、品質推奨マーク（ＳＢ＝Safety　Brushマーク）を制定した。耐久性、安全性において、日本工業規格（ＪＩＳ）を上回る基準を設定しており、21年に国際標準化機構（ＩＳＯ）に採用された。現在、自社ブランドや量販店等のＰＢ商品を製造している中小メーカーが当マークを取得、活用している。
歯周病対策だけでは、他社と差異化が難しいことから、最近では、小さくする方向に進んでいたヘッドの形状を大きくしたものや美容効果を付加したもの、毛部分に成分を練りこんだもの、乳幼児向けに柄を曲がりやすくしたもの、歯科医師と連携して製品開発したものなど、新たな特徴、付加価値をつけた歯ブラシが製造されている。
こうした新たな付加価値をつけるため、あるいは、更新投資として設備投資に前向きなところが多い。
今後の見通し
歯ブラシは生活必需品であり、需要の大幅減少は想定しにくい一方、国内の人口は減少傾向にあり、また、歯ブラシの１日の使用回数が今以上に大幅に増加する可能性も少ない。そうした状況を踏まえて、毛先の広がった歯ブラシでは十分な効果が得られないことなどをアピールするなど、交換頻度を高めることで使用本数の増加を図る動きがみられる。
自社ブランド製品を販売していたり、自社で製品企画してＯＥＭ生産をするような研究開発機能を持っている中小メーカーでは、限られた市場での競争を踏まえ、特徴ある製品の開発への注力や本格的に輸出に取組む動きなどがみられる。
一方、大手メーカー主導のもとＯＥＭ生産を行っている中小メーカーでは、ＱＣＤ（品質・コスト・納期）を磨いていくことが必要であるが、求められる水準への対応が難しい場合には、今後、厳しさが増すものとみられる。

このように、今後も、厳しい競争が続くとみられることから、企業の対応力の差異により、業界内の二極化、あるいは、分業体制の変化がみられるものと思われる。
　　　　　　　　　（竹原　康幸）
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単位：箇所、百万円

事業所数 出荷額等 事業所数 出荷額等

平成20年 22 4,353 50 35,488

21年 21 5,875 49 37,255

22年 17 3,597 45 35,436

23年 20 5,940 51 42,016

24年 23 5,344 51 39,669

25年 23 5,458 49 39,465

26年 21 5,088 48 39,687

資料：経済産業省「工業統計表（品目編）」

（注）従業者４人以上の事業所

大阪府 全国

（23年は、経済センサス活動調査製造業（品目編）（総務省・

経済産業省）からの転載）
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（円）

１月

112 92

２月

118 97

３月

164 134

４月

94 77

５月

104 85

６月

107 88

７月

118 97

８月

122 100

９月

116 95

10月

122 100

11月

122 100

12月

165 135

資料：平成26年家計調査年報（総務省）

月

平均購入額122円を

100とした場合

表２　１世帯当たり品目別月別支出金額

　（歯ブラシ：二人以上の世帯　平成26年）


[image: image3.emf]年

平成　20年 1,323

21年 1,307

22年 1,283

23年 1,349

24年 1,409

25年 1,411

26年 1,464

資料：各年家計調査年報（総務省）

購入金額

（円）

表３　１世帯当たり品目別支出金額の推移

（歯ブラシ：二人以上の世帯）
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